
５．流域スケールの視点
環境保全型農業は鳥類群集の保全に有効だが、

それだけでは十分とは言えない。なぜなら、鳥類
の生活史は水田の中で完結しておらず、それ以外
の環境を必要とする場合が普通だからである。例
えばサギ類は、春夏には水田で採食するが、落水
した秋冬にはハス田、河川や湖沼などを利用する。
また絶滅危惧 II 類のサシバは、林内に営巣し周辺
の農地で採食する。このように、鳥類群集の保全
には複数の生息地をまたぐ横断的な保全管理が必
要となる。
それにも関わらず、これまでの生物多様性保全

のためのマニュアルやガイドラインの多くは、特
定の生息地に限定されたものが多い。例えば私た
ち農研機構が出版した「鳥類に優しい水田がわか
る生物多様性の調査・評価マニュアル」も、水田
の取組みに特化しており、流域スケールの具体的
な取組みには言及していない。一方、土木研究所
の出版する「鳥類の良好な生息場の創出のための
河川環境の整備・保全の考え方」では、河川内だ
けでなく、河川外を利用する鳥類に配慮した取組
みにも言及している。ただし、農地での具体的な
取組みには詳しく触れていない。今後、こうした
既往知見を流域スケールで統合し、流域一帯の保
全を進めるためのガイドラインを作成するととも
に、不足する知見を補うための実証研究が必要と
なるだろう。
流域スケールの鳥類保全を進めるうえでは、生

態工学的アプローチが有効だと考えられる。貴重
な実践研究として、兵庫県豊岡市のコウノトリや、
新潟県佐渡市のトキの保全が挙げられる。これら
の地域では、河川の浅瀬や水田などの湿地環境で
採食するコウノトリやトキの生態学的特徴を踏ま
え、魚道等を活用した水系ネットワークの整備や
化学合成農薬・化学肥料の削減が一体的に進めら
れている。こうした事例に学びながら、さらに実
証研究を増やし、流域スケールの生態工学的知見
を蓄積していく必要がある。
現状、こうした流域スケールの保全が効果的に

進められている種は、コウノトリやトキ、ツル類、
ガン類、ハクチョウ類といった一部の大型種や象
徴種に偏っている。タマシギを含むシギ・チドリ
類や、鳥類以外の分類群も含め、個体数の減少が
著しく、絶滅リスクが高いと考えられる種を科学
的・客観的に選定する必要がある。そして、そう
した種を優先的に保全していく必要がある。この
際、対象種だけでなく食物網全体を考慮した保全
管理がより望ましく、成功しやすいだろう。

６．おわりに
本稿では水田を利用する鳥類の生態と保全につ

いて解説した。保全研究の蓄積はかなり進んできて
いるが、その一方で基礎研究にもさらなる蓄積が必
要であることも忘れてはならない。例えば多くのシ
ギ・チドリ類では、水田で食べている食物の種類さ
えも分かっていないことが多い。干潟では、トウネ
ンやハマシギなどの小型シギ類が、バイオフィルム
を主食としていることが約10年前に解明されたば
かりである。同様の新たな発見が、水田生態系にも
起こるかもしれない。ノーベル生理学・医学賞受賞
者の山中伸弥教授が言うように、基礎研究と応用研
究は車の両輪で、どちらが欠けても科学の発展はな
い。このことを改めて認識し、研究テーマの多様性
を大切にすることが、鳥類群集の保全においても役
に立つだろう。
また本稿では環境保全型農業や流域スケールの

保全の必要性を解説した。研究レベルでは様々な取
組みの有効性が明らかになりつつあるが、その実践
や普及には大きな困難を伴う。実際、環境保全型農
業を実施する農地は、約80,000ha（総作付け面積の
約1.8%）のみであり、広く普及しているとは言い難
い。この理由のひとつには、農家の負担の大きさが
挙げられる。生きものに配慮した取組みには余分な
手間がかかるうえ、収量も低下しやすい。近年の米
価の下落は、農家の意欲をさらに低下させているだ
ろう。消費者の関心も高いとは言えず、日本経済が
長期的に低迷する中、生きものに配慮した農産物に
支払える金額は決して多くないかもしれない。
こうした現状を打破するのは極めて難しいが、生

態学の枠組みを超えた分野横断的な連携に期待し
たい。近年、農林水産政策研究所は行動経済学的手
法を用いて、消費者への情報提供（有機農産物は生
物多様性保全に有効）が有機農産物の購入を促進す
ることを示した。また国立環境研究所の研究によれ
ば、生きものマークを表示したお米には約20%の
価格プレミアムがつく。こうした知見を統合し、活
用することで、生物多様性に配慮した農産物が消費
者に高く評価され、農家の意欲向上につながる道筋
を示すことができるかもしれない。この際、訴求力
の高い鳥類はシンボルとして大いに活用できるだ
ろう。ただし、鳥類を含む水田の生物多様性に適切
に配慮出来ているかどうか、客観的に評価する基準
も必要である。こうした基準が、JGAP認証（Japan 
Good Agricultural Practice）の要件に盛り込まれる
ことを大いに期待したい。いまだ暗中模索だが、鳥
と農地を愛する生態学者の一人として、鳥類と共存
する農業生態系の実現にこれからも取り組みたい。

河川生態学術研究会発足から25周年を迎え、25
周年記念シンポジウムと第23回河川生態学術研究
発表会を令和3年10月28日と29日にAP浜松町
（WEBによるオンライン併用）にて開催した。

◆河川生態学術研究会２５周年記念シンポジウム
（令和３年１０月２８日開催）
河川生態をけん引してきた同研究会のこれまでの

歩みや研究成果について、歴代関係者の解説で振り
返り、研究会の課題や今後の期待が示された。また、
山田事務次官から河川生態の解明に尽力された研究
者への感謝状贈呈があり、井上局長の閉会のあいさつ
では、流域治水など新たな取組みの中で河川生態学
術研究がますます重要になることなどが述べられた。

【記念講演】
「河川生態学術研究会発足以来の想い出－発足時
のねらいは達成されたのか？－」
川那部浩哉（京都大学名誉教授）

【リレー講演】
①研究会発足時の出来事を振り返る・・・関克己（公
益財団法人河川財団理事長）

②当初の研究グループの研究成果・出来事を振り
返る・・・平林公男（前千曲川研究グループ代表），
辻本哲郎（元木津川研究グループ代表）

③歴代委員長の立場から四半世紀を振り返る・・・
小倉紀雄(第3代委員長，元多摩川研究グループ
代表)，谷田一三（第4代委員長）

④国土交通省の立場からの四半世紀の振り返りと
今後の展望・・・萱場祐一（前土木研究所水環境
研究グループ長）

◆第 ２３ 回河川生態学術研究発表会（令和 ３ 年
１０月２９日開催）
それぞれの研究グループの発表が行われるとと
もに、今後の河川生態学術研究会についてのパネル
ディスカッションが行われた。パネルディスカッ
ションにおいては、研究会と河川管理者とのより活
発な対話や情報交換が必要なこと、研究会が河川管
理に関する政策提案を検討することなどについて
議論された。

【研究発表】
筑後川研究グループ（鬼倉徳雄）
狩野川研究グループ（塚越哲，知花武佳）
木津川研究グループ（竹門康弘，竹林洋史，片野泉，

田中亜季，石田裕子）
石狩川・十勝川研究グループ

（中村太士，根岸淳二郎，石山信雄）
総合研究グループ気候変動チーム（一柳英隆）
総合研究グループ生態系ネットワークチーム

（佐藤拓哉，宇野裕美）

【パネルディスカッション－今後の河川生態学術研
究会について－】
島谷幸宏，内藤正彦，宇野裕美，鬼倉徳雄，知花武
佳，原田守啓，根岸淳二郎

河川生態学術研究会25周年記念シンポジウム／
第23回河川生態学術研究発表会

企画グループ

パネルディスカッション

井上水管理・国土保全局長挨拶

川那部先生による記念講演

山田国土交通事務次官より感謝状贈呈
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